
神戸市長田区本庄町３丁目１６番

低層住宅地

一般住宅、共同住宅
、店舗等が混在する
住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北15 20 50 50 低層住宅地

-

対象基準地と同じ

長田区の人口は減少が続いており、北部丘陵地の地価は下落
傾向が継続しているが、区画整理済の地域を中心に南部の需
要は堅調である。

最寄駅への接近性が良好な住宅地域である。地域要因に特別
の変動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺にはアパート等の賃貸物件も混在するが、画地条件から経済的に合理性の認められる賃貸住宅の想定は現実的では
なく、収益還元法は適用しない。自用目的の取引が中心の住宅地域であり、市場参加者は周辺での成約価格の水準を指
標として取引価格の決定を行うことが通常と考えられる地域である。よって、市場の実態を反映した比準価格を採用し、
類似地域に存する標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ３

一般住宅、共同住宅、店舗等が混在する住宅地域であり、当面は現状を維持すると予測する。地価は上昇傾向で推移す
ると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 174,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

179,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

長田 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-6.0

-10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ鷹取駅
南東 300m

ＪＲ鷹取
300m

(8)

南西8.5m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
地区計画等

角敷地等指定区域
(70,200)

特にない 基準方位北　８．
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「本庄町３－３－７」

②地積

（㎡）

66

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 65  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

178,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

148,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.3％ ％

84.6 ］

101.1［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

177,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

長田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-1.0

-5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

156,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

92.2 ］

104.5［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 1日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

11,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 178,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

140,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ山陽本線、山陽電鉄、神戸市営地下鉄等の沿線で、神戸市中西部の駅徒歩圏に存する住宅地域であ
る。需要者は神戸市の居住者が中心であり、その中でも地縁者が中心になると考えられる。最寄駅への接近性が良好な
区画整理済の平坦地であり、需要は堅調で地価は上昇傾向で推移している。土地は本件基準地と同程度の規模であれば
総額１，２００万円程度が需要の中心価格帯である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

広瀬不動産鑑定事務所

廣瀬　博一



神戸市長田区高東町１丁目６６番２外

低層住宅地

一般住宅、アパート
等が混在する住宅地
域

7

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 60 30 30 低層住宅地

-

１低専(50,100)
土砂災害警戒区域

南部の区画整理等住環境整備の一方、高齢化や中小企業の流出等
により人口は減少傾向にあり、住宅需要は東部３区に比し相対的
に弱い。

山麓の戸建住宅地域で周辺環境に目だった変化はなく、需要は弱
含みで推移している。

個別的要因に変動はない。

中小規模一般住宅を主体とする交通利便性に劣る山手の住宅地域である。自己使用目的の取引が支配的であり、アパート等
の収益物件は散見される程度で、賃貸市場が形成されているとは謂い難い。よって収益価格は試算せず、比準価格を標準と
し、指定基準地等の価格との均衡にも留意し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、主として中小規模の一般住宅が建ち並ぶ地域で、地域要因に格別の変動は無く、今後も当分の間は現状を維持
していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 47,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

44,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

長田 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+1.0

-2.0

-1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄丸山駅
西 1.6km

神戸電鉄丸山
1.6km

(8)

北西3.5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない 基準方位　北　　
３．５ｍ市道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「高東町１－６－２１」

②地積

（㎡）

131

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 14.5  ｍ、　規模 130  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

44,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

47,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-5.3 ％ ％

100.9 ］

97.5［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

44,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

長田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+3.0

+42.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

72,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

155.2 ］

95.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 2日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

5,830,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 44,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

37,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄有馬線・地下鉄西神山手線及び神戸高速鉄道線で、概ね神戸市の圏域に存する中小規模の住宅地。需
要者の中心は神戸市内の居住者が多い。山麓の既存住宅地域で駅から遠距離にあること、街路条件がやや劣ること、居住者
の高齢化等から、需要は弱含みで推移し、土地は総額６００万円前後程度が需要の中心となっている。上記市場の特性から
勘案して、地価は当面弱含みで推移するものと思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社いずみプレーザルオフィス

小林照幸



神戸市長田区上池田１丁目２３番１０

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が多い住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 20 30 戸建住宅地

-

１中専(60,200)
準防

長田区の人口は市内でも相対的に減少の程度が大きく、高齢化
も進んでいる。住宅需要は区内北部の需要が弱く、２極化が顕
著である。

駅からやや遠いが、熟成した住宅地域で、地価は横ばいで推移
している。

個別的要因に変動はない。

周辺は戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域で、転勤や相続等による戸建住宅の賃貸を除いては賃貸住宅等が見受けられず、賃貸
市場が形成されていない状況下にある。また、当該地域における取引目的は自己使用が殆どであり、画地規模からも収益
価格は試算せず、標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は最寄駅からやや遠く、既に中小規模一般住宅が建ち並んだ熟成した住宅地域で、地域要因に大きな変化はなく、
当面は現状を維持しつつ、地価は横ばいで推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 129,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

128,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

長田 14

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+4.0

+12.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸高速高速長田駅
西 1.1km

神戸高速高速長田
1.1km

(8)

南東7.5m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
７．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「上池田１－５－２」

②地積

（㎡）

82

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 80  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

129,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

146,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

114.2 ］

101.0［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

128,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

長田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+5.0

+24.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

156,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

128.9 ］

104.5［ ］ 102.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 20日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

10,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 129,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

105,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市長田区及び隣接の須磨区や兵庫区に形成された住宅地域にわたる。需要者は市西部の居住者が中心で、
地元需要が大半を占める。一部の地域で小規模開発等による新規供給はみられるが、利便性や周辺街路状況の劣る住宅地
域と二極化が見られる。近隣地域及びその周辺での売買の中心価格帯は、標準的な規模の土地で１，１００万円程度、新
築の建売住宅で総額２，５００万円程度となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

どうせ鑑定所

堂瀬さゆり



神戸市長田区浜添通２丁目１番１内

低層住宅地

中低層の小規模一般
住宅、共同住宅の中
に店舗等が混在する
住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 20 70 20 低層住宅地

-

準工(60,200)
準防

長田区の人口は微減傾向。景気は緩やかな回復基調にある。長田
区の地価は利便性の優る地域と劣る地域で二極化している。

国道２号以南の混在住宅地域で、外部からの需要は少ないが、供
給も少ないため、需給の状況は安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

一般住宅、共同住宅及び店舗等が混在する住宅地域であり、賃貸市場は成熟しているものの、賃貸収入に基づく収益性から
意思決定する需要者が多いとは言えず、自用目的での取引が中心である。よって、市場の実態をより反映した比準価格を標
準とし、収益価格を参考として、標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

共同住宅
ＬＳ２

中低層の小規模一般住宅、共同住宅の中に店舗等が混在する住宅地域であり、当面は現況通り推移するものと予測する。地
価は横ばい傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 113,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

113,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

長田 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

-4.0

+32.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄苅藻駅
北方 510m

神戸市営地下鉄苅藻
510m

(8)

東4.4m市道

準工
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
４．４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「浜添通２－２－２８」

②地積

（㎡）

353

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 27.0  ｍ、　規模 350  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

113,000 円／㎡

70,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

148,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

133.1 ］

101.0［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

113,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

長田（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+1.0

+39.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

156,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

144.6 ］

104.5［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 14日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

39,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 113,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

90,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市営地下鉄海岸線、神戸高速鉄道東西線、山陽電鉄本線及びＪＲ山陽本線沿線で、概ね長田区南部の住宅
地域である。需要者の中心は、長田区及び兵庫区内の居住者が大半であるが、規模の大きい画地については市内の不動産業
者や事業者等が考えられる。旧来からの既存の混在住宅地域で需給は比較的安定している。取引される画地規模は大小様々
であり、需要の中心となる価格帯は見出せない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

　松崎不動産鑑定所

松崎庄二



神戸市長田区片山町１丁目４５番３外

低層住宅地

中小規模一般住宅の
多い山手の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 30 50 50 低層住宅地

-

対象基準地と同じ

長田区の人口は減少が続いており、北部丘陵地の地価は下落
傾向が継続しているが、区画整理済の地域を中心に南部の需
要は堅調である。

駅や都心部への接近性が優れ、商業施設も集積し利便性が良
好である。地域要因に特別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺には共同住宅等の賃貸物件も混在するが、画地条件から経済的に合理性の認められる賃貸住宅の想定は現実的では
なく、収益還元法は適用しない。自用目的の取引が中心の住宅地域であり、市場参加者は周辺での成約価格の水準を指
標として価格の決定を行うことが通常と考えられる地域である。よって、市場の実態を反映した比準価格を採用し、評
価対象地が代表標準地と同一地点であることから、半年毎の変動率にも留意し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模の戸建住宅を中心とする旧来からの住宅地域であり、当面は現状を維持すると予測する。利便性や交通接近条
件が良好であり、地価は上昇傾向で推移している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 156,000円／㎡

公示価格 160,000円／㎡

標準地番号 長田 4-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

163,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

長田 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸高速高速長田駅
北 600m

神戸高速高速長田
600m

(8)

南西6m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「片山町１－１５－８－１」

②地積

（㎡）

102

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

163,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

160,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.5 +1.9％ ％

100 ］

101.9［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 1日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

16,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 163,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

130,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、神戸高速鉄道線、神戸市営地下鉄、ＪＲ山陽本線等の沿線で、神戸市中西部の圏域に存する住宅地域で
ある。需要者は神戸市内の居住者が中心であり、その中でも地縁者が中心になると考えられる。駅徒歩圏にあり、商業
施設、公的施設への接近性も比較的良好で値頃感が認められ、地価は上昇傾向で推移している。土地は本件基準地と同
規模であれば総額１７００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

広瀬不動産鑑定事務所

廣瀬　博一



神戸市長田区西代通３丁目７番３

低層住宅地

一般住宅、アパート
等が混在する住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北75 45 45 80 低層住宅地

-

１住居(60,180)
準防

区全体人口が微減傾向で区内建築着工数が伸び悩む中、区画整理
及び周辺地域を中心に地勢が平坦なエリアの人口は微増傾向にあ
る。

人気がある区画整理エリアの外延部に位置する熟成した住宅地域
で、区画整理エリアの供給量が少ないことから需要層が流れてき
ている。

南東側接面で日照・通風等、居住の快適性が優る。
個別的要因に変動はない。

本件基準地は画地規模が小さく間口も狭小であることから、賃貸経営上有効な共同住宅を想定することが困難であるため収
益価格は試算しない。本件基準地は自用目的での取引を主として居住の快適性を重視する住宅地域に位置し、取引価格水準
を指標に価格が決定されることが一般的と認められるので、代表標準地から検討した価格との均衡を踏まえ、代替関係が認
められる取引事例から試算した比準価格を採用し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ３

小規模住宅を主とした既成住宅地域として熟成しており当分は現状を維持すると予測する。相対的に良好な住環境を有しな
がら値頃感より相応の住宅需要が見込め、当面の地価は上昇基調で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 149,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

152,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

長田 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+1.0

+4.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄西代駅
南西 500m

山陽電鉄西代
500m

(8)

南東4.5m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(60,180)

特にない 基準方位北
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西代通３－７－２－２」

②地積

（㎡）

52

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

4.5  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 50  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

152,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

160,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.0 ％ ％

108.2 ］

101.9［ ］ 102.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 1日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

7,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 152,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

120,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は山陽電鉄本線及び神戸高速鉄道沿線で、神戸市長田区及び隣接区の山手から中部に位置する住宅地域で
ある。需要者は市内居住の一次取得者層や地縁者による引き合いのほか他市域からの流入も認められる。同圏域の住宅地域
は諸施設への接近性が優れるなど、相対的に良好な住環境を有しながら値頃感より相応の住宅需要が見込め、土地は７５０
～８００万円程度（５０㎡程度）、新築戸建物件は２５００～３０００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

村本不動産鑑定士事務所

村本　健次



神戸市長田区西山町４丁目７番

低層住宅地

中規模一般住宅が多
い閑静な住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 20 30 0 低層住宅地

-

１低専(60,150)
土砂災害警戒区域

長田区の人口は市内でも相対的に減少の程度が大きく、高齢化
も進んでいる。住宅需要は区内北部の需要が弱く、２極化が顕
著である。

駅からの距離があり、経路に坂も多く、街路条件も劣り、需要
者が限定される傾向にある。

個別的要因に変動はない。

周辺には賃貸住宅も見られるが、公法上の規制等により、事業採算性の観点から有効な賃貸住宅を想定することが困難で
あるため収益還元法は適用しなかった。居住の快適性が重視される住宅地域であるので、市場の実態を反映した比準価格
を採用して、単価と総額との関連にも十分留意のうえ、代表標準地との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定
した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は既に中規模一般住宅が建ち並んだ利便性にやや難のある住宅地域で、周辺では宅地分譲が見られるものの、当
面は現状を維持し、地価は弱含んで推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 72,000 円／㎡

公示価格 70,500 円／㎡

標準地番号 長田 2-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

69,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

長田 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸高速高速長田駅
北西 1.5km

神戸高速高速長田
1.5km

(8)

北東4.2m市道

１低専
(60,150)
準防

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない 基準方位　北　　
４．２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西山町４－４－１６」

②地積

（㎡）

211

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

69,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

70,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.2 -2.1％ ％

100 ］

97.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 20日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

14,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 69,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

56,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市長田区及び隣接の須磨区や兵庫区に形成された住宅地域にわたる。需要者は市西部の居住者が中心で、
地元需要が大半を占める。周辺で小規模開発等による新規供給も見られたが、利便性、周辺街路状況が劣り、需要は弱含
み傾向が続いている。近隣地域及びその周辺での売買の中心価格帯は、２００㎡程度の土地で１，５００万円程度、新築
の建売住宅は画地規模が小さくなり、総額で２，５００万円程度が中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

どうせ鑑定所

堂瀬さゆり



神戸市長田区浪松町２丁目２３番

中層店舗兼住宅地

中層の店舗併用住宅
が建ち並ぶ駅前の商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 15 45 25 中層店舗兼住宅地

-

近商(100,400)
防火

区内商業地域に特段の変動要因はないが、利便性・汎用性がある
新長田駅周辺や新合同庁舎建設地付近では潜在的需要が顕在化し
ている。

安定した人口の背後地を主たる顧客とする商業地として潜在的需
要が高く、汎用性が高い駅前の立地条件に着目した潜在的需要が
根強い。

個別的要因に変動はない。

取引市場の実態を反映した比準価格に対し理論価格たる収益価格が乖離したが、これは本来の収益性以上の地価形成がなさ
れていることを背景としている。対象基準地は高汎用性ながら広域からの集客が格別見込めない商業地で、需要者の多くは
代替不動産の水準等を念頭に生業的な事業展開目的から市場参入すると判断されるため、代表標準地から検討した価格との
均衡を踏まえ代替性がある取引事例を基とした比準価格を重視して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ５

店舗兼共同住宅を主とした駅前の在来商業地域で当分は現状維持と予測する。人口推移が安定的な背後地を有する汎用性が
高い近隣商業地域として底堅い潜在的需要が見込め、当面の地価は上昇基調で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 230,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

232,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

長田 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+1.0

+28.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ鷹取駅
南東 80m

ＪＲ鷹取
80m

(8)

北東15m市道

近商
(80,400)
防火

（その他）　　　　
(100,400)

特にない １５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「浪松町２－１－１２」

②地積

（㎡）

68

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 70  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

237,000 円／㎡

190,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

313,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.3 ％ ％

137.1 ］

101.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 1日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

15,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 233,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

185,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は神戸市中西部の駅徒歩圏で主として背後住民を顧客とする商業地域である。需要者の中心は地縁的選好
性を有する事業者等である。区内商業地域全般の商圏は広域的なものでなく、背後地が発展・熟成が進んでいる中心部の商
業地域は集客の面から比較的安定しているが、それ以外の地域では需要は弱く特段の発展は望みにくい。需要の中心価格帯
は取引自体に個別性が強く把握することは困難だが、同程度の規模であれば１６百万円程度と目される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

村本不動産鑑定士事務所

村本　健次



神戸市長田区松野通１丁目１０３番６外

中層店舗地

中高層の店舗ビル等
が建ち並ぶ駅に近い
商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 55 80 95 中層店舗地

-

商業(100,500)
防火

区内商業地域に特段の変動要因はないが、利便性・汎用性がある
新長田駅周辺や新合同庁舎建設地付近では潜在的需要が顕在化し
ている。

増加傾向にある背後人口を主顧客とする区内高位の商業地域であ
り、汎用性が高い駅前の立地条件等に着目した需要が顕在化して
いる。

個別的要因に変動はない。
なお、北東部分が突出しているやや不整形地であるが、利用障害
を生じる程ではないと判断する。

取引市場の実態を反映した比準価格に対し理論価格たる収益価格が乖離したが、これは本来の収益性以上の地価形成がなさ
れていることを背景としている。本件基準地は同一需給圏内の商業代表性が確立した商業地域で、需要者の多くは代替不動
産の水準等を念頭に収益性に対し先行的な土地取得コストを意識して市場参入すると判断されるため、代替性がある取引事
例を基とした比準価格を重視し、本年公示価格との検討をも踏まえ鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼事務所
ＳＲＣ６Ｆ１Ｂ

中高層の店舗ビル等が建ち並ぶ商業地域である。主たる顧客である背後人口の増加傾向が継続している状況を背景に、駅か
らの接近条件を活かした汎用性が高い商業地域としてさらなる需要の顕在化が期待される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 310,000円／㎡

公示価格 313,000円／㎡

標準地番号 長田 2-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

318,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

長田 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ新長田駅
北西 130m

ＪＲ新長田
130m

(8)

南西27m市道

商業
(80,500)
防火

（その他）　　　　
(100,500)

特にない ２７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「松野通１－５－１６」

②地積

（㎡）

350

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 27.0  ｍ、　規模 350  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

325,000 円／㎡

274,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

313,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.6 +1.6％ ％

100 ］

101.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 1日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

111,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 318,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

250,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は神戸市中西部の駅徒歩圏で高度利用の可能性を有する商業地域である。需要者の中心は地縁的選好性を
有する事業者若しくは県内一円展開を図る事業者等である。背後地の熟成が進んでいる中心部の商業地域は集客の面から比
較的安定しているが、それ以外の地域では需要は弱く特段の発展は望みにくい。需要の中心価格帯は取引自体に個別性が強
く把握することは困難であるが、同程度の規模であれば１１千万円程度と目される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

村本不動産鑑定士事務所

村本　健次



神戸市長田区腕塚町７丁目４番２外

中低層の店舗住宅併用地

小規模な低層の店舗
兼住宅の中に一般住
宅が混在する商業地
域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 70 30 20 中低層の店舗住宅併用地

-

近商(80,300)
準防

雇用環境の緩やかな改善、低金利の継続等から、長田区にお
いても立地条件の良好な地域を中心に地価の上昇が見られる。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

需要者の多くは収益性を考慮しつつも市場での取引価格の水準を重要な指標として取引を行っていると考えられる。比
準価格は市場での成約価格を算定根拠として求めたものであり実証的な価格である。一方収益価格は想定要素を含む手
法でありやや精度が劣る。よって実証的な比準価格を重視し、収益価格を関連づけ、類似地域に存する標準地及び指定
基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ３Ｆ１Ｂ

小規模な店舗兼住宅を中心に一般住宅が混在する古くからの商店街である。地域要因に特別な変化はなく、当面は現状
を維持するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 190,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

192,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

長田 5

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

-7.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ新長田駅
南 650m

ＪＲ新長田
650m

(8)

南東8m市道

近商
(80,300)
準防

（その他）　　　　

特にない ８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「腕塚町７－１－３」

②地積

（㎡）

101

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

197,000 円／㎡

136,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

188,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.6％ ％

98.6 ］

100.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

192,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

長田（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

+5.0

+38.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

310,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

165.8 ］

102.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 1日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

19,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 193,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

150,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市須磨区から兵庫区に存する小売店舗等を中心とする商業地域である。需要者は圏内に地縁を有する
中小規模の事業者や不動産業者等が想定される。一般住宅も見られる商店街であり繁華性は高くないが、周辺の再開発
地区内で新長田合同庁舎の完成が来年に予定され、職員や来庁者の増加による経済効果が期待される。画地条件や立地
により取引価格はまちまちであり、中心となる価格帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

長田（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

長田（県） －5

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

広瀬不動産鑑定事務所

廣瀬　博一


